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社会基盤施設は多面的な機能を有 してお り,国 民生活に多様な効果をもたらす.社

会基盤整備に関わる政策調整や国民に対するアカ ウンタビリティを果たす上では,社

会基盤整備の多面的な機能や関係主体の意見の相違 を適切に判断 し,そ の結果を分か

りやす く提示す ることが重要である.こ の認識の下,本 研究では,社 会基盤整備の評

価手法 として,多 元的集計化手法 を提案 した.本 研究で提案す る方法論 は,社 会基盤

整備に関わる多様な評価情報 を多次元空間上に集約 して表現することによって,関 係

主体間の意見や視点の対立軸を明確化 し,事 業の相対的な序列化を行 うことを目的 と

する.本 稿では,本 研究の多元的集計化手法を,高 速道路付帯施設の整備計画に適用

し,分 析手法の適用可能性 と有効性を実証的に検証 した.そ の結果,多 元的集計化手

法を用いることにより,社 会基盤整備事業の多様 な効果や評価者の視点や考え方の相

違を体系的に明示化できることが確認 された.さ らに,本 手法は,評 価項 目の設定方

法の妥当性を検証す る上で,有 用 な示唆を与えることが示 された.

【キーワー ド】多元的集計化,費 用 ・便益分析,多 次元尺度法,高 速道路付帯施設

1.は じめに

社会基盤整備 は国民生活 に長期的 ・広域的な影響

を与える.社 会基盤の広域的整備効果は,住 民の生

活環境改善,地 域経済の活性化,地 域 間交流の促進

等,極 めて多岐に渉る.さ らに,国 民の社会経済活

動が多様化 ・複雑化する中で,国 民が社会基盤施設

に求める機能や効果 もますます多種多様 となってい

る.社 会基盤整備に関わる意思決定者は,当 該事業

に関わる様々な利害関係者の意見を踏まえなが ら,

社会基盤整備の多面的な機能や多様な効果を適切に

把握することが必要である.

これまで,社 会基盤整備 の評価手法として様々な

方法論が検討 されてきた.し かし,社 会基盤整備の

持つ多面的な効果や多様な利害関係者の意識や考え

方の相違を適切 に把握するための方法論が十分に確

立 しているとは言い難い.社 会基盤整備に関する行

政計画の調整や国民に対す るアカウンタビリティ向

上 を図る上でも,社 会基盤整備 の多面的機能や評価

主体の多様な考え方を体系的に明示化す る手法を検

討 し,社 会基盤整備の評価技術や評価体系 を高度化

す ることが必要である.

この問題意識の下,本 研究では,社 会基盤整備の

評価手法 として,多 元的集計化手法を提案する.本

手法は,社 会基盤整備 に関わる多様な評価情報を多

次元空間上に集約 して表現す ることによって,評 価

者 間の意見や視点の対立軸を明確化 し,事 業の相対

的な優先度を明らかにす ることを目的とする.本 手
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法を用いることによって,社 会基盤整備に関わるコ

ンフ リク ト構造や事業の相対的な序列を明らかにす

ることが可能である.本 稿では,多 元的集計化手法

の適用事例として,高 速道路付帯施設の整備計画を

取 り上げ,本 研究で提案する分析手法の適用可能性

を検証する.

以下,2.で は本研究の基本的な考え方を説明す

る.3.で は本研究で提案す る多元的集計化手法に

ついて説明する.4.で は,本 手法の適用事例につ

いて述べる.

2.本 研 究 の基 本 的考 え方

(1)社 会資本整備の評価手法

社会基盤整備の評価は,施 策 ・事業 とその社会的

効果 との間の一連の関連性 を整理 ・検証 し,社 会基

盤整備に関わる決定問題の論理構造を明らかにす る

ものである1),2).社会基盤整備の評価手法は,大 き

く1)費 用便益分析 と2)多 基準分析の2つ に大別 さ

れ る1),3).費用便益分析は,施 策 ・事業の実施 によっ

て生 じる便益と費用 を貨幣換算 し,施 策 ・事業の経

済的妥当性を評価する手法であ り,実 際の社会基盤

整備 に関わる意思決定において広範に検討 されてき

た.し か し,施 策 ・事業の効果を貨幣的単一次元に

集約するため,貨 幣換算が困難な効果を考慮できな

いとい う問題が指摘 されている.

一方,多 基準分析は,施 策 ・事業の効果を貨幣換算

することに固執せず,非 貨幣的基準を含んだ複数の

評価基準を基に して施策 ・事業の相対的重要度を評

価する手法である.多 基準分析は大きく,1)各 評価

項 目に重み(ウ ェイ ト)を 付 けて,総 合得点化す る

方法(以 下,総 合得点化手法 とい う),2)多 様な評価

尺度に基づ く評価結果をわか りやす く整理 し,最 終

的には意思決定者の判断に委ねる方法(以 下,整 理

手法 とい う)の2つ に分類 され る4).第1に,総 合

得点化手法は,そ れぞれの評価項 目に重みを付ける

ことによって,施 策 ・事業の総合得点を算出す るも

のであり,AHP(Analytic Hierarchy Process)手 法

5)やコンコーダンス分析6)等が提案 されている.総

合得点化手法は,施 策 ・事業が持つ多様な効果 を 一

元的な評価値 に還元でき,明 確な評価結果を導出で

きる点で有効な手法である.そ の一方で,評 価者 に

よって重み付けが異なるため,重 み付けの妥当性 を

いかに して判断す るかが大 きな課題である.施 策 ・

事業の総合得点を算出す るだけでは,重 み付けの妥

当性を判断す るために必要な情報を抽出できない可

能性がある.

第2に,整 理手法は,施 策・事業の効果や評価者の

選好等,社 会基盤整備に関わる多様な情報を体系的

に整理するものであ り,例 えば,目 標達成法やファ

クター ・プロフィール法等が提案 されている7).た

だ し,多 数の施策 ・事業や評価者 を対象 とする場合,

ただ単に評価結果を列挙す るだけでは,様 々な情報

が錯綜 し,そ の評価内容を直感的に把握す ることは

難 しい.

本研究で提案する多元的集計化手法は,施 策 ・事

業の効果 を一元的な評価値 に還元す るのではなく,

評価者の視点の対立軸を明確化 し,そ れぞれの個別

軸に対 して施策 ・事業を序列化するものである.こ

の点で,本 手法は,多 基準分析 における整理手法に

属する.た だ し,異 なる評価尺度に基づ く評価結果

を列挙す るだけでなく,評 価者間の意見や視点の対

立軸を明らかにすることによって,社 会基盤整備に

関わるコンフ リク トの構造を視覚的に明示化すると

ともに,事 業の相対的な序列を体系的に整理するこ

とに本手法の狙いがある.

なお,多 元的集計化手法は,社 会基盤整備に関わ

る判断情報 を整理するものであるが,最 終的な判断

は意思決定者に委ね られる.前 述 したよ うに,総 合

得点化手法 と整理手法はそれぞれ長所 と短所 を持っ

てお り,い ずれかの手法を一義的に採用す ることは

得策ではなく,両 手法を一体的 ・補完的に用いるこ

とが有用である.本 研究で提案す る多元的集計化手

法は,総 合得点化手法によって得 られた評価結果 と

相互比較することによって,評 価項 目の重み付けや

評価体系の見直 しを図 り,社 会基盤整備に関わる意

思決定を支援す ることが期待できる.

(2)多 元的集計化手法による評価情報の集約化

本研究で提案する多元的集計化手法は,社 会基盤

整備に関わる多様な評価情報を多次元空間上に集約

して表現す ることによって,評 価者 の視点の対立軸

を明確化 し,施 策 ・事業の相対的な優先度を明 らか

にす ることを 目的 とす る.そ の具体的な分析手法 と
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して,多 次元尺度構成法(multidimensional scaling;

MDS)を 用いる8)-11).多 次元尺度構成法は,1)デ ー

タの中に潜んでいるパター ン,す なわち構造を取 り

出 し,2)そ の構造を幾何学的に表現 し,視 覚的に理

解 しやす くすることを 目的 としている8).こ の手法

は,分 析対象について収集 されたデー タが備えてい

る特徴 を,幾 何学的関係によって明示化する.多 次

元尺度構成法の分析 手法 として,様 々なモデルが提

案 されているが,本 研究では,そ の中でも1)ク ラス

カルの方法,2)ベ ク トルモデル,3)理 想点モデルの

3つ を用いる.こ れ らの手法の具体的な分析手法は

次章において説明するが,以 下では,こ れ らの手法

の概要を述べる.

事業に関わる評価情報 を大きく1)評 価項 目,2)事

業の評点,3)評 価者 の重み付けの3つ の要素に区分

す る.こ こで,評 価項 目は,事 業を評価するための

規準を表 してお り,例 えば,「道路事業評価手法検討

委員会」では,「費用対効果」,「採算性」,「外部効果

(波及的影響)」 の3つ の大項 目と6つ の中項 目,16

の小項 目か ら成る評価項 目の体系が提案 されている

12).な お,本 委員会は,総 合評価手法をは じめとし

た道路事業に関わる各種の評価手法について検討す

ることを 目的に,国 土交通省道路局において設置 さ

れた組織 である13).以 下では,「検討委員会」と呼ぶ

こととする.ま た,事 業の評点 と評価者の重み付け

は,そ れぞれ事業の各評価項目に対する評価点や貢

献度,事 業評価者の各評価項 目に対する重み付 けを

表 してお り,ア ンケー ト調査や現地調査等を通 じて

得 られ るデータである.

図-1に,本 研究の多元的集計化手法を用いて,以

上の1)評 価項 目,2)事 業,3)評 価者を空間上

に配置 した例 を示す.こ の例は,2次 元空間 を仮定

した場合 を表 している.図 中,評 価項 目と事業は空

間上の点 として配置 される.ま ず,評 価項 目は,評

価者の重み付けデー タに基づいて配置され る.こ こ

で,近 くに位置す る項 目同士は,評 価者の間で全体

的に重み付けの与えられ方が類似 していることを表

してお り,反 対に,遠 くに位置す る項 目同士は重み

付けの与えられ方が類似 していないことを表 してい

る.一 方,事 業は評点データに基づいて配置 され る.

事業を表す点に近い評価項 目ほど,当 該事業がその

項 目に対 して相対的に高い貢献度を有していること

図-1多 元的集計化手法の分析例

を表 している.図-1で は,事 業1は,項 目Aや 項 目

Bに 対 して他の項 目に比べて相対的に高い評点を有

してお り,反 対に項 目Fに 対 して低い評点を有 して

いる.な お,多 元的集計化手法では,空 間上の点間

距離 とそれを基にした配置様相のみが意味を有 して

お り,図 心や座標軸そのものには実質的な意味合い

はないことに留意す る.

次 に,評 価者 は空間上のベク トル として表現 さ

れ る.評 価者を表すベク トルは,評 価者の重み付け

デー タに基づいて配置 されてお り,評 価者が重要視

している評価項 目(高 い重みを付与 している項 目)

の方向に向いている.す なわち,評 価者を表すベ ク

トルは,そ の評価者が自分のベ ク トルの先にある項

目や事業をより重要視 していることを示 している.

厳密には,評 価者を表すベク トルに向けて評価項 目

や事業を表す点を垂直に射影 し,そ の射影点がベク

トルの先端にあるものほど,そ の評価者にとって重

み付けや優先度が大 きい ことを表 している.な お,

評価者 を表すベク トルは,そ の 「向き」のみが当該

評価者の重み付けデータの内容を表 してお り,ベ ク

トルの 「大きさ」そのものは任意であ り,そ れ 自体

特定の意味を持つ ものではない.た だし,本 研究で

は,多 次元尺度構成法における表記にならい,評 価

者を示す矢印を「ベク トル」と表現する.図-1に お

いて,評 価者 と評価項 目の関係に着 目すると,評 価

者Iに とって最 も重要視す る評価項 目は項 目Bで あ

り,次 いで項 目Aと なってお り,反 対 に,最 も重要
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視 しない評価項目は項 目Fで あ り,次 いで項 目Dと

なっている.一 方,評 価者IIに とって最 も重要視す

る評価項 目は項 目Aで あ り,次 いで項 目Dと なって

お り,反 対 に,最 も重要視 しない評価項 目は項 目E

であ り,次 いで項 目Fと なっている.次 に,評 価者

と事業の関係 に着 目す ると,評 価者Iに とって,事

業1が 最 も選好 されてお り(優 先順位が高く),次

いで事業3,事 業2の 順 である.一 方,評 価者IIに

とっては事業2,1,3の 順 に選好 されている.

また,図-1か ら,評 価者の優先順位付けを,評 価

者の重み付けの相違,及 び事業の評点の相違によっ

て説明することが出来 る.す なわち,評 価者Iは 項

目Bに 高い重みを与えてお り,事 業1が この項 目に

対 して高い貢献度を有 しているため,評 価者Iに とっ

て事業1の 優先度が高くなるもの と考えられ る.評

価者IIに ついて も同様 である.

以上のよ うに,多 元的集計化手法を用いることに

よって,「 どの評価者が どの評価項 目に対 して高い

重み付 けを与えているか」,「どの事業が どの評価

項 目に対 して高い貢献度を有 しているか」,「どの評

価者 にとって,ど の事業が高い優先度を有 している

か」とい う評価項 目,評 価者,事 業の間に成立す る

関係を体系的 に整理す ることが出来る.そ の結果,

評価者間のコンフ リク トの構造 を明らかにするとと

もに,事 業の相対的な序列化を行 うことが可能であ

る.本 例では,比 較的少数の評価者,評 価項 目,事

業を取 り上げたが,評 価者,評 価項 目,事 業の数が

多くなるほど,事 業評価 を巡る複雑 な問題状況を直

感的に把握す る本手法の有用性が高 くなると期待 さ

れ る.

(3)多 元的集計化手法の有用性

多元的集計化手法は,社 会基盤整備に関わる意思

決定を直接的に行 うものではないものの,多 様な関

係主体間の意思決 定を支援す るための有用 な情報

を提供す る.本 手法の有用性 として,a)論 点の明確

化,b)評 価体系の再構築を挙げることが出来る.

a)論 点の明確化

多元的集計化手法は,評 価者の意識や考 え方の相

違点を明確化 し,議 論の論点を整理する上で有用で

ある.本 手法を適用することにより,評 価者の視点

や考え方の違いをベ ク トルの方向の違いとして表現

でき,ベ ク トル に対す る事業や評価項 目の位置付け

を確認することによって,議 論の論点 となる事業や

評価項 目を抽出す ることが出来 る.そ の結果,的 を

絞った話 し合いが展開され,意 思決定までの過程が

円滑になる効果が期待できる.

例 えば,図-1の ケースでは,項 目Aが 評価者Iと

評価者11を 表すベ ク トルの先端部に挟まれるよ うに

位置 している.こ のことから,両 評価者の意見は項

目Aを 重視することに関 して一致 してお り,両 者の

間でさらなる話 し合いの必要性 は少ないことが予想

される.話 し合いにおいて論点 となるのは,一 方の

評価者が重視 し,他 方の評価者が重視 しないような

項 目であ り,図-1の ケースでは,項 目Bや 項 目Dに

該 当す る.し たがって,評 価者Iと 評価者IIと の間

では,こ れ らの項 目の重要性 について重点的に議論

す る余地があると考え られ る.

さらに,以 上の多元的集計化プロセスを繰 り返 し

実施 し,そ の結果を評価者 にフィー ドバックす るこ

とによって,評 価者の間で意見の収束状況を共有化

す ることが出来 る.こ こで,意 見の収束は,評 価者

を表すベク トルの方向がお互いに近づ くことによっ

て表現できる.ま た,本 手法を費用便益評価や総合

得点化手法による優先度評価 と補完的に活用するこ

とによって,優 先度評価の結果 と評価者の意見収束

状況 を同時に勘案 しつつ,最 終的な施策 ・事業の優

先度 を確定することが出来る.も ちろん,評 価者間

の意見の違いが収斂 しない場合には,何 らかの方法

で最終的な意思決定を行わ ざるを得 ない.た だ し,

この場合においても,本 手法を用いることによって,

どのような点において評価者の意見が相違 している

かを明確にした上で,最 終判断を下す ことが可能で

ある.

b)評 価体系の再構築

前述の 「検討委員会」の検討案12)に見 られ るよう

に,社 会基盤整備の評価体系は一般に,上 位項 目か

ら下位項 目までの階層 的な評価項 目か ら構成 され

る.こ の時,社 会基盤整備の評価結果が評価項 目を

どのよ うに設定す るかに依存す る場合が少な くな

い.本 研究の多元的集計化手法は,各 階層の評価項

目の設定が妥当であるか否かを判断する上で有用で

ある.多 元的集計化の結果,空 間上でお互いに近接

した評価項 目は,評 価者 の間で類似性が高いと認識
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されている可能性が高い.こ の時,近 接 した下位項

目が同一の上位項 目に属 しているか否かを調べるこ

とにより,上 位項 目と下位項 目とが適切に対応 して

いるかどうかを確認することが出来 る.さ らに,ど

の評価者か らも重要視 されていないような評価項 目

を抽出することによ り,評 価体系か ら除外すべき項

目を検討する上での判断材料を得 ることが出来 る.

この ように,多 元的集計化手法を用いることによっ

て,評 価項 目間の整合性 を検証 し,評 価者の認識 に

より近い評価項 目を設定することが期待 される.

図-1の ケースにおいて,例 えば,項 目Aと 項 目B

が同一の上位項 目に属 していると考えよう.し か し,

これ らの項 目の空間上の布置を見ると,両 項 目がお

互いに遠 くに位置付けられている.こ の結果は,上

位項 目と下位項 目の設 定が多数 の評価者 の認識 と

は乖離 してい る可能性 を示唆 している.こ の場合,

上位項 目を修正 し,空 間上の距離が近いものを一つ

の上位項 目として設定 し直す ことによって,評 価者

の認識 によ り合致す るよ うに評価項 目を設定す る

ことが出来 る.ま た,評 価項 目Fは 両評価者から重

要視 されてお らず,評 価項 目か らこの項 目を除外す

べきか否かについて議論の余地があるものと考えら

れる.

3.多 元 的集計 化手 法

(1)多 元的集計化手法の手順

本章では,多 元的集計化手法の具体的な分析手法

として,1)ク ラスカルの方法(MDSCAL),2)ベ ク

トルモデル,3)理 想点モデルの3つ の手法につい

て説 明する.

複数事業の評価問題 を考えよう.当 該事業に関わ

る評価情報は,1)評 価項 目,2)評 価者の重み付け,

3)事 業評点 に分 け られ る.事 業の効果を測 る基準

は,K個 の評価項 目から構成 される と考える.評 価

者はN人 であ り,評 価者i(i=1,…,N)が 評価項 目

j(j=1,…,K)に 付与す る重み付けデー タをσijで

表現する.ま た,評 価対象 となる事業の数はRで あ

り,事 業r(r=1,…,R)の 評価項 目j(j=1,…,K)

に対する評点をrγjで表現す る.

本研究では,図-2に 示す手順に従って,多 元的集

計手法を実施する.ま ず,ク ラスカルの方法により,

図-2多 元的集計化手法の分析手順

評価者の重み付 けデータσijを用いて,評 価項 目を空

間上に配置す る.次 に,ベ ク トルモデルを用いて,

空間上に評価者の選好を表すベク トルを配置 し,評

価項 目とそれに対する評価者の重み付けとの関係を

明確化す る.最 後に,理 想点モデルによ り,事 業の

評点データrγjを用いて,空 間上に事業 を配置 し,評

価項 目とそれ に対する事業の貢献度(評 点)と の関

係,及 び,評 価者 とその事業に対する優先度 との関

係 を明確化す る.以 下では,そ れぞれの手法の具体

的な分析方法について述べ る.

(2)評 価項目の配置:Kruskalの 方法(MDSCAL)

評価項 目の配置には,KruskalのMDSCAL手 法を

用いる14)-16).MDSCALは,非 計量多次元尺度構成

法の1つ であり,評 価項 目間の類似度及び非類似度

の順序情報 に基づいて各項 目の配置を決定する.

本研究では,評 価項 目に対する評価者の重み付け

データを用いて,評 価項 目間の非類似度を算出す る.

項 目jと項 目k間 の非類似度δjkは,重 み付けに関す

る相 関係数を用いて,以 下のよ うに定義 され る.

(1)

ただ し,бjは,項 目jに対す る全評価者 の重み付け

デー タの平均 を表 してお り

(2)

で表現 される.

MDSCALは,上 記の非類似度データを用いて,異

なる項 目間の非類似度が大きいほど,そ の項 目間の

空間上の距離も大きくなるように(単 調性の条件),

各項 目をp次 元空間に配置す る.今,評 価項 目jを
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表現 す る空 間上 の座標 をxj=(xj1,…,sjp)と 表現

しよ う.こ の とき,項 目jと 項 目たを表 現す る点 の多

次元 空 間上 の距離djkは

(3)

と定義され る.MDSCALは,非 類似度δjkと距離djk

との間に弱単調関係

(4)

が成立す るように各項 目の配置を決定す る.た だし,

一般に
,全 ての評価項 目の組み合わせについて,上

記の単調性 の条件を満たす ように各項 目を空間上に

配置することは,限 られた空間次元では不可能であ

る.Kruskalは,空 間布置がこの単調性の条件を ど

の程度満た しているかを測る尺度 として,類 似度 と

点間距離の不適合度 を表すス トレス

(5)

を定義 している.こ こで,dは 点間距離の平均値 を

表 し

(6)

で表現 され る.ま た,djkは ディスパ リティと呼ばれ,

非類似 度δjkと単調 関係 を満足す る変数 であ る.す な

わ ち,

(7)

が成立する.

MDSCALは,上 記で定義 したス トレスSを 最小化

する配置を求めるため,最 急降下法 による繰 り返 し

計算を行 う(付 録1参 照).図-3に,MDSCALの 計

算アル ゴリズムを示す16).MDSCALで は,最 大次元

数か ら順次次元を減 らしていき,各 次元空間につい

て,ス トレスSを 最小化す るよ うに評価項 目の配置

を決定す る.ス トレスの最小化については最急降下

法を用い,多 次元空間上の各点の位置を少 しずつ改

善 し,反 復的にス トレスを減少 させ る.こ のステッ

プをス トレスが収束す るまで繰 り返す ことによ り最

適な布置を求めることができる.以 上の作業を,次

図-3MDSCALの 計算アルゴリズム

元数を変えながら実施 し,最 小化 されたス トレスを

吟味 して,最 適な次元数 と配置を決定す る.

なお,評 価項 目間の相対的類似度データをより精

密 に空間上に再現するためには,高 次元の空間を設

定する必要がある.た だ し,次 元数が3以 上の場合,

空間上の配置 を視覚的に把握 し難いため,通 常は,

2次 元空間を想定 し,2次 元空間内において,ス ト

レスSが 最小 となるよ うな最適な配置を算出す る.

(3)評 価者の配置:ベ ク トルモデル

評価者の配置には,選 好の写像分析法(PREFMAP

手法)の ベク トルモデルを用いる10),16),17).ベク トル

モデルは,前 述 した評価項 目の空間布置が与えられ

ている時,各 評価者を空間内のベク トル として表現

す る.そ の際,各 評価項 目に対する評価者の重み付

けが,そ の評価者を表現するベク トルに対する各項

目か らの射影 に対応するように,各 評価者のベク ト

ルを配置す る.

p次 元空 間において,評 価者iを 表すベ ク トルを

yi=(yi1,…,yip)'で 表そ う.ま た,各 評価項 目を表

す座標 を行列X

(8)

で表現す る.こ の時,評 価 者 のベ ク トルyiに 対す る
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評価項 目の射影は,

(9)

で表 され る.ベ ク トルモデ ル は,射 影 ベ ク トルρiと

評 価者iの 重 み 付 けベ ク トルσi=(σi1,…,σik),と

の間 に,線 形 関係 が成 立す る もの と仮 定す る.す な

わ ち,以 下 の回帰 モデル が成 立す る と考 え る.

(10a)

(10b)

(10c)

上式(10a)の 第 二項βi1pは 定数項 を,第 三項εiは誤差

項 を表す.こ こで,ベ ク トル1pは すべて の要素 が1の

p次 元ベ ク トル を表 している.ま た,y=[X,1p],βi=

(yi,βi),で あ る.

ベ ク トル モデ ルで は,最 小二乗 法 を用 いて,上 式

の誤 差項 が最小 にな るよ うに評価者 ベ ク トルyiの 推

定値 を決 定す る.す なわ ち,評 価者 の重み付 けベ ク

トル と射影 ベ ク トル との誤 差 の二乗 和 を

(11)

と定義す ると,こ のξを最小化す るβiの推定値は,

(12)

で与え られ る.以 上の推 定値 か ら,関 係 式βi=(yi,βi)

よ り評 価 者iの ベ ク トルyiが 算 定 され る.

(4)事 業の配 置:理 想 点 モデル

事業 の配置 には,PREFMAP手 法 の うちの理想点

モデ ル を用 い る10),16),18).理 想 点モ デル は,評 価 項

目の空間布 置が与 え られ てい る時,事 業の評 点デー

タを用 いて,各 事業 を空 間内の点(理 想 点)と して

表現 す る.そ の際,事 業の各評価 項 目に対す る評点

が,そ の事 業 を表現 す る点 と各項 目の点 との距離 に

対 応す る よ うに,各 事 業 を配置す る.

事 業 γを表す 点 を座標zr=(zr1,…,zrp)と 表 現 す

る(r=1,…,R).事 業 γの評 価 項 目jに 対 す る評 点

rrjにマイナ スを乗ず るこ とによって,評 価項 目jに 対

す る事業 γの非貢献度ωrj=-rrjが 求 め られ る.こ こ

で,事 業rの 非貢献度ベ ク トルをωr=(ωr1,…,ωrK)'

で表現 す る.理 想 点モデル で は,事 業 の非貢献 度が

評価項 目と事業 を表す点との間の距離の二乗 と線形

関係 を持つ もの と仮 定す る.す なわち,以 下の回帰

モデルが成立すると考 える.

(13)

ここで,dr=(dr1,…,drK),は,事 業rを 表す 点か ら

項 目jを 表す 点 ま で の距 離 を第j要 素 とす るベ ク ト

ル を表 して い る.距 離ベ ク トルdrは

(14)

で表現され る.こ こで,diag(XX')は 行列XX'の 対

角要素をその対角要素 とす る対角行列であ り

(15)

で表 現 され る.式(13)に 上式(14)を 代入 す る と,上

記 の回 帰モデ ル は

(16)

で表現 され る.た だ し,

(17a)

(17b)

で あ る.ま た,U=[U,X,1p],cr=(ar,z'r,fr)'

で あ る.

理 想点 モデル では,前 述 のベ ク トルモデ ル と同様

に,最 小二乗 法 を用 いて,上 式 の誤 差項 が最小 にな

るよ うに事業zrの 推 定値 を決 定す る.す なわ ち

(18)

と定義す ると,こ のλを最小化す るcrの推定値は,

(19)

で 与 え られ る.以 上 の推 定値 か ら,関 係式cr=(ar,

z'r,fr)'よ り,事 業rの 布置zrが 算 定 され る.
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表-1改 善事業案

4.適 用事例:高 速 道路付 帯施 設 の整備計 画

(1)対 象事例 と評価体系

本研 究では,以 上で述べた多元的集計化手法を

実際の社会基盤整備の事業評価 に適用する.適 用事

例は,NEXCO中 日本横浜支社管轄内の高速道路付

帯施設 の改善事業である.NEXCO中 日本横浜支社

では,高 速道路付帯施設 の整備計画 を立案す るに当

たって,表-1に 示す ような合計16個 の改善事業案を

検討 している.

本研究では,こ れ らの事業の効果 を計測する上で,

独 自の評価指標を検討 し,最 終的に表-2に 示すよ う

な評価指標を設定 した.こ の評価体系は 「大項 目」,

「中項 目」,「小項 目」から構成 される.ま ず,大 項 目

について,「費用対便益」と 「波及的影響」の2つ の

指標 を設定 した.次 に,中 項 目の 「費用対便益」に

ついて,「走行時間短縮便益」と 「走行経費減少便益」

の2つ の指標 を設定 した.ま た,「波及 的影響」につ

いては,高 速道路の事業評価で通常検討 され る 「経

済性」,「走行快適性の向上」,「環境」に加 えて,維 持

管理業務の短縮効果を表す 「保全性の向上」と工事

規制の削減による安全性の向上を表す 「安全性」の

合計5つ の指標を設 定した.最 後 に,小 項 目につい

ては,中 項 目で示 された5つ の項 目を細分化 し,合

計10個 の評価指標 を設定した.そ の上で,各 対象事

業について,そ れぞれの指標の評価値 を算定 した.
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本研 究 では,平 成19年9月 に,道 路施 設管 理 の企

画 立案 に従 事す る者5名,道 路施設 管 理の 実務 に従

事す る者5名,技 術 開発 に従 事す る者3名 の合 計13

名 を対象 と して,ア ンケー ト調 査 を実施 した(以 下,

第1回 ア ンケー ト調 査 と呼 ぶ).調 査対 象者 は全 員

道 路事業 関係 者 で あ り,当 該 事業や 評価指 標 の専 門

的 な用語や 内容 について基 本的な理解 を有 してい る

と想定 され る.本 調 査で は,そ れ ぞれ の調 査 対象者

に対 して,表-2の 各評 価指標 に対す る重み 付 けを尋

ねた.そ の際,1)大 項 目の2つ の指 標 の合 計が100,

2)「 費 用対 便益 」を構 成す る中項 目の2つ の指 標 の

合計 が100,3)「 波及 的影 響」を構 成す る中項 目の5

つ の指 標 の合 計が100,さ らに3)同 一の 中項 目に属

す る小項 目の指標 の合 計が その中項 目指標 に配 分 さ

れ た重み と等 しくな る よ うに,重 み付 けを回答 して

もらった.そ の回答 結果 を表-3に 示す.表 中,N1か

らN5は 道 路施設 管理 の企 画立案 に従 事す る者,J1

か らJ5は 道 路施設 管理 の実務 に従事 す る者,E1か

らE3は 技 術 開発 に従 事す る者 を表 してい る.

さ らに,上 記 のア ンケー ト調 査 の分析結 果 を受 け

て,評 価 項 目の設 定 方 法 を変 えた上 で,平 成19年

11月 に,再 度 ア ンケー ト調 査 を実施 した(以 下,第

2回 ア ンケー ト調 査 と呼ぶ).こ のア ンケー ト調 査

では,道 路施 設 の整備 ・管理 計画 に直接 的 に携 わっ

てい る企 画 立案者4名 を対 象 と して,評 価 項 目の設

定方法,及 び,多 元的集 計化 手 法の フィー ドバ ック

情報(第1回 ア ンケー ト調 査結 果)が 調 査対象 者 の

重み付 け に及 ぼす影響 について検討 した.新 しい評

価項 目の設 定 とそ の評 価 結 果 に関 して は後述 す る.

なお,評 価項 目の設 定 方法や フ ィー ドバ ック情報 が

事 業評 価 に及 ぼす影響 につ いて よ り厳 密 に調 べ るた

めには,今 後,よ り広範 なサ ンプル を用いた調 査検

討 が必 要で あ る.本 調 査 はそ うした検討 の第1歩 と

位 置 づ け られ る.

(2)第1回 ア ンケー ト調査 の結 果

a)多 元 的集計 化 手法 の評 価結 果

第1回 ア ン ケー ト調 査 に よって得 られた重 み付 け

デー タと事業 の評 点デ ー タを用い て,多 元的集 計化

手法 を適 用 し,評 価 項 目,評 価 者,事 業 を2次 元空

間上 に配 置 した結果 を図-4に 示す.こ こで,事 業11

と事業12は,原 点 か ら離れ た位置 に あ り,図 中に配

図-4多 元的集計化手法の結果(第1回 アンケー ト調査)

置で きなかったた め,矢 印 を用 いてそ の方 向 を示 し

てい る.ま た,評 価 項 目は,中 項 目を構成 す る合計

7つ の評価 指標 を示 してい る.た だ し,ア ンケー ト

調査 で は,費 用 対便 益 に属す る2つ の指標 と波及 的

影響 に属す る5つ の指標 のそれ ぞれ につ いて,そ の

合計 が100と な る よ うに重 み付 けを 回答 して も らっ

たため,そ の ままの形 では,異 な る形 式で 回答 して

もらった重み付 け をお 互い に比較す るこ とは出来 な

い.本 研 究で は,ア ンケー ト調 査 にお いて,こ れ ら

の評価指標 に付 与 され た重み 付 けに対 して,そ の評

価 指標 を構成 す る大項 目に対す る重 み付 けを乗ず る

こ とに よって,7つ の指標 の重み 付 けをお 互い に比

較可能 な形 に変換 した.例 えば,表-3に おい て,評

価者N1が 「走行 時 間短縮 便 益」 に付 与 した重 み付

けは 「80」で あ るが,そ れ を構 成す る大項 目 「費用

対 便益 」に対す る重み 付 けが 「60」で あるた め,「走

行 時間短縮 便益 」に対す る重み付 けを 「80×60/100」

に よって算 定 し直 した.こ の結 果,中 項 目の7つ の

指標 に対す る重 み付 け の合 計は100と な る.

i)評 価者 の類 型化

図-4に お い て,評 価 者 を表 す ベ ク トル に着 目す る

と,評 価者 をそ のベ ク トル の向 きに よって い くつか

の タイ プに類型化 す る ことが出来 る.図-4よ り,多

数 の評価 者 が近接 して お り,評 価者N2,J1,J2の

み,他 の評価 者 と異 なる 方向 を向いてい る.こ の結

果 か ら,評 価 者 を概 ね4つ の タイ プ に類 型化 で き

る と考 え られ る.各 タイプ の評価 者ベ ク トル と評 価

項 目との関係 を見 る と,第1に,多 数 の評 価者 のべ
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表-2評 価項 目の体系

ク トルの先端 に位置する評価項 目は,「費用対便益」

に属する 「走行時間短縮便益」と 「走行経費減少便

益」,及び 「波及的影響」における 「走行快適性の向

上」であ り,評 価者の多 くが これ らの項 目を重要視

しているもの と考 えられ る.第2に,評 価者J1も,

そのベク トルの向きか ら,「費用対便益」を重視 して

いるが,そ れ と同時に 「波及的影響」の 「環境」を

重視 していると考 えられ る.第3に,評 価者N2は,

「費用対便益」をそれ ほど重視 してお らず,「波及的

影響」における 「走行快適性の向上」や 「安全性の

向上」を重視 していると考え られ る.第4に,評 価

者J2も 同様に 「費用対便益」を重視 してお らず,「波

及的影響」における 「経済性の向上」や 「保全性 の

向上」を重視 していると考えられる.実 際,表-3に

示 した重み付 け結果を見ると,お おむね以上に述べ

た傾向と整合 していると考 えられる.こ れ らのベク

トルの向きの相違は,評 価者の意見や視点の対立軸

を表 している.

ii)事 業の類型化

また,図-4に おいて,事 業に着 目す ると,事 業をそ

の空間上の布置によってい くつかのタイプに類型化

す ることが出来 る.図-4で は,ま ず,多 数の事業が

「波及的影響」にお ける項 目 「安全性の向上」,「経

済性 の向上」,「走行快適性の向上」付近 に位置 して

お り,多 くの事業が これ らの評価指標 に対 して高い

評点 を有 しているもの と考え られ る.そ の他,「保
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表- 4事 業の優先度評価(第1回 アンケー ト調 査)

全性の向上」と 「環境」に近いグループ(例 えば,

事業6),「 走行経費減少便益」 と 「環境」に近いグ

ループ(事 業8),「 走行時間減 少便益」 と 「走行経

費減少便益」に近いグループ(事 業14)が 存在 して

お り,そ れぞれその理想点に近い評価指標 に対 して

高い評点 を有 していると考え られ る.

iii)事業の優先度順位

次に,評 価者 と事業との関係に着 目し,上 述 した評

価者の4つ のタイプのそれぞれ について,事 業の優

先度順位 を導出する.第1の タイプについては,お

互いに近接す る多数の評価者の中か ら代表的サンプ

ル として評価者N1を 抽出 した.そ の結果を表-4に

示す.こ こで,評 価者i(i=1,…,N)の 事業r(r=

1,…,R)に 対する優先度順位 は,当 該事業rの 評価

項 目j(j=1,…,K)に 対す る評点(rrj)に,評 価

者iの 評価項 目jに対する重み付け(σij)を 乗 じた総

合得点

(20)

によって算定 した.た だし,重 み付けを評点に掛 け

るだけでは,重 み付 けの大小よりも,評 点の大小の

方が総合得点に反映 され易い可能性がある.そ のた

め,上 式において,非 線形の重み付 け(q=3)を 仮

定 し,評 価者の重み付けの相違が総合得点に反映 さ

れ易いよ うに した.そ のため,表-4の 優先度順位の

結果は,あ くまでも事業優先度 と図-4に おける布置

との対応関係 を確認するためのものであり,実 際の

優先度評価の結果 と必ず しも一致するとは限 らない

点に留意する.実 際の優先度評価において,事 業の

総合得点を算出す る上では,重 み付 けをどのよ うに

乗ず るかについて,慎 重に検討する必要がある.

さて,表-4に おいて,評 価者間の順位変動が大 き

い事業は(例 えば,事 業5や 事業14),重 み付 けの

仕方によって優先度順位が大きく変わるもの と考え

られ る.そ こで,こ れ らの事業が評価者や評価項 目

とどのような関係にあるかを調べ るため,再 度図-4

を見てみよう.図 中,こ れ らの事業の布置を見ると,

評価者の優先度順位において相対的に高く位置付け

られる事業は,そ の評価者のベク トルに近い傾向に

あることが分かる.こ こで,評 価者 と事業の近 くに

位置す る評価項 目を見ることによって,何 故その事

業がその評価者 によって優先順位が高いかについて

検討す ることが可能である.例 えば,事 業14は,評

価者N1とJ1の ベク トルか ら近い位置に存在 してい

る.こ れは,事 業14が 「費用対便益」に対する貢献

度 が比較的大 きく,評 価者N1とJ1も この項 目に対

す る重み付けが高いためであると考え られ る.

この ように,多 元的集計化 手法を用いる ことに

よって,「どの評価者が どの評価 項 目に対 して高い

重み付 けを与えているか」,「どの事業が どの評価

項 目に対 して高い評点を有 しているか」,「どの評価

者がどの事業に対 して相対的に高い優先度を有 して

い るか」とい う評価要素間に成立する関係を体系的

に把握することが可能である.本 手法を用いること

によって,評 価者 をい くつかのタイプに類型化 し,

評価者 の視点や認識の相違を明らかにすることが出

来 る.そ の結果,評 価者の身分,役 職,所 属 といっ

た立場の相違だけには必ず しも還元 しきれない視点

や認識 の違いに起因す るコンフ リク トの対立軸を明

確化す ることが可能である.そ して,前 述 したよう

に,評 価者の間で優先度評価 に関する意見が対立 し

た場合に,対 立の原因が何かを同定し,話 し合いの

論点を明確化す ることが期待できる.

b)評 価体系の再構築

小項 目にお ける10個 の評価指標 に対す る重み付

けデータを基に して,評 価指標 と評価者を空間上に

配置 した結果を図-5に 示す.図 中,個 々の小項 目を

上位の中項 目によって括ると,同 一の中項 目に属す

る小項 目がお互いに乖離 していることが分かる.す

なわち,中 項 目 「経済性の向上」に属する 「費用削

減」と「電気料金」がお互いに離れた位置に配置 さ

れている.同 様 に,中 項 目 「安全性の向上」に属す

る 「道路利用者」 と 「道路管理者」,中 項 目 「走行

快適性」に属す る 「機能 向上」と 「工事削減」もま

た,お 互いに離れた位置に配置 されている.こ れ ら

の結果は,中 項 目と小項 目との間の対応関係が評価

者 の認識 と異なっている可能性 を示唆 している.

本研究では,以 上の結果を受 けて,「波及的影響」
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表-3第1回 アンケー ト調査結果

図- 5小 項 目の布置(第1回 アンケー ト調査)

を構 成 す る評価 項 目を再 検討 し,新 しく評 価 項 目

を設 定 した.新 しい評価 項 目を表-5に 示す.こ の評

価項 目は,図-5の 結果 を受 けて,空 間上で近接 した

評価項 目を,可 能 な限 り1つ の 中項 目 として括 る こ

とによって 求 めた.ま ず,旧 評 価項 目にお いて 中項

目 「保 全性 」を構成 してい た 「時 間短縮 」と中項 目

「経済性 」 を構 成 して い た 「費 用削減 」 とが ,図-5

におい てお互 いに近接 してい るこ とか ら,お 互 いに

類似 した事項 と して認識 されてい る もの と考 え,こ

れ らを ま とめて 「保全性 ・経 済性 」の 中項 目に括 っ

図- 6多 元的集計化手法の結果(第2回 アンケー ト調査)

た.一 方,中 項 目 「経 済性 」に属 して い た 「電気 料

金」は どの評価者 ベ ク トル か ら も離れ てお り,こ の

指標 は評 価者 の 間 で重視 され て いな い もの と考 え,

評価 項 目か ら除 外 した.ま た,中 項 目 「安 全性」 を

構 成 してい た 「道路 利用者」,中 項 目 「走行快 適性 」

を構 成 してい た 「工事削減 」 と 「機能 向上 」が お互

い に近接 してお り,こ れ らはす べて道路 利用者 に関

わ る もの であ る ことか ら,新 たに 「道 路利用者 の安

全性 」の 中項 目に括 る こ とと した.そ して,中 項 目

「安全性 」 を構成 して いた 「道 路管理 者 」につ いて
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表- 6第2回 アンケー ト調査結果

は,「道路管理者の安全性」として独立 した項 目を

設けた.ま た,中 項 目 「環境」を構成す る評価指標

は,お 互いに近接 していたため,元 のままの項 目を

設定 した.

(3)第2回 アンケー ト調査の結果

第2回 アンケー ト調査では,以 上に述べた新 しい

評価項 目に対す る重み付けを回答 して もらった.そ

の結果を表-6に 示す.こ のデータを用いて,再 度多

元的集計化 を施 した結果 を図-6に 示す.評 価者 を

表すベク トルに着 目す ると,4人 の評価者が評価者

N1,N2と 評価者N3,N4の2つ のグループに分か

れ,評 価者 の間で意見の対立軸が明確化 された.こ

れ らの評価者ベ ク トル と評価項 目との関係 を見 る

と,評 価者N1,N2は 「波及的影響」における 「経

済性 の向上」 と 「環境」を重視 しているもの と考 え

られ る.一 方,評 価者N3,N4は,そ のベク トルが

「走行時間短縮便益」と 「走行経費減少便益」の方

向に向かってい ることか ら,総 じて 「費用対便益」

を重視 していると考え られ る.実 際,表-6に 示 した

重み付け結果 を見ると,概 ね以上の傾向を確認する

ことが出来る.

次に,各 評価者の優先度順位 を導 出 した結果 を

表-7に 示す.た だ し,前 節 と同様に,総 合得点の算

出にあたって,非 線形の重み付 けを仮定 している

(q=3).こ の結果と表-4の 結果を比較すると,評

価項 目の設定方法を変えることによって,事 業の優

先度が大きく変動 していることが分かる.表-6の 中

で,評 価者間で順位変動が大きい事業に着 目すると,

表- 7事 業の優先度評価(第2回 アンケー ト調査)

評価者N1,N2で は,も う一方の評価者に比べて事

業1,16が 高い位置にあり,一 方,評 価者N3,N4で

は,事 業14が 高い位置にある.ま た,評 価者N3で

は事業11が 高い順位 に位置づけ られている.そ こ

で,図-6に おいて,こ れ らの事業と評価者及び評価

項 目との関係を見ると,事 業1,16は 「波及的影響」

における 「経済性 の向上」と 「道路利用者の安全性」

に対する貢献度が比較的大きく,評 価者N1,N2も

これ らの指標に対する重み付けが比較的高いことが

確認できる.一 方,事 業11,14は「 費用対便益」を

構成す る 「走行時間短縮便益」と「走行経費減少便

益」に対する貢献度が比較的大きく,評 価者N3,N4

もこれ らの項 目に対す る重み付けが高いことが確認

できる.こ のよ うに,第2回 アンケー ト調査の結果

について も,各 評価者の優先度評価の相違を,評 価

者 の重み付けや事業の評点の違いによって把握する

ことが出来る.

以上のように,評 価項 目の設定方法が優先度評価

の結果に大き く影響するため,評 価者 の認識 と整合

するよ うな評価項 目を設計することが重要である.

本研究で提案 した多元的集計化手法は,評 価項 目を

設計す るための手がか りを与えるものとして有効な

ツールである.な お,評 価項 目の設定は,優 先度評

価の結果に大きな影響を及ぼし得るため,恣 意性を

出来るだけ排 除するとともに,慎 重に検討すること

が必要であることは言 うまでもない.本 手法の分析

結果に基づいて,盲 目的に評価項 目を変更するので

はな く,評 価者の間で分析結果の含意を考察す ると

ともに,評 価項 目について十分な議論を図ることが

必要である.本 手法は,こ のような判断 を補助する

ための有用なツールとして重要な役割を果たし得る

と考え られ る.

5.お わ りに

本研究では,社 会基盤整備を対象 として,多 元的

集計化 に基づ く相対的な評価手法を提案 した.社 会

基盤整備 に関わ る多様 な情報を多次元空間上に集
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表- 5新 しい評価項 目

約 して表現 し,評 価者 間の視点の対立軸 と事業の相

対的な序列を視覚的に明示化す る分析手法を検討 し

た.そ の上で,高 速道路付帯施設を対象 とした優先

度評価 に適用 し,本 手法の適用可能性を確認 した.

その結果,多 元的集計化手法 を用いることによって,

事業の多様な効果や評価者の視点や考 え方の相違を

体系的に明示化できることが示 された.ま た,本 手

法は,評 価項 目の設定方法に関して も重要な情報を

提供す ることが確認 された.

今後,社 会基盤整備 に関わる意思決定 において,

本研究で提案 した多元的集計化手法 を確立す る上で

は,分 析手法の更なる精緻化が必要である.特 に,

多元的集計化において,望 ま しい精度 と視覚的な容

易 さとのバランスをとった分析を行 うことが重要で

ある.ま た,本 手法を用いて,社 会基盤整備 に関わ

る議論を支援する上では,評 価結果をフィー ドバ ッ

ク し,論 点の整理や重み付けの調整 を繰 り返 し実施

す ることが求め られ る.こ のようなフィー ドバック

プロセスを経て,関 係主体の意見がどのような方向

性 に収束す るかを検証す ることが必要となる.さ ら

に,総 合評価点(重 みα× 「費用対便益評点」+重 み

β× 「外部効果評点」)に よる優先度評価 との補完的

活用を検討することも重要である.最 後に,評 価項

目の選び方やアンケー ト調査の聞き方の工夫に取 り

組む必要がある.本 研究の分析結果が示唆するよう

に,優 先度評価の結果は,評 価項 目の設定方法に大
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きく依存 している.出 来 る限り恣意性を排除 した上

で,評 価者の認識 と整合の とれた評価項 目の設定に

努める必要があろ う.

付録1ス トレスの最 小 勾配の 導出

MDSCALは,最 急降下法によって,ス トレスSを

減少 させる評価項 目の布置 とディスパ リティを反復

的に導出す る.こ こで,評 価項 目の座標行列 をX,

ディスパ リティをベ ク トルdで 表現す ると,ス トレ

スの最小化問題は以下のように表 される.

(21)

これ より,あ るXに ついてSを 最小化す るdを 求め

ることが出来るならば,SをXの みの関数と考えて,

最小化することが出来る.こ こで,あ る計算回数μ

における評価項 目の座標行列をXμ,デ ィスパ リティ

をベ ク トルdμで表現す ると,最 急降下法により,ス

トレスSの 値 を改善す るよ うな座標布置は

(22)

で更新 され る.こ こで,α μは更新 の大 き さを表 す ス

テ ップサ イ ズで あ る.上 式 の△Sの 第(j,h)要 素 は

(23)

で表 され る.た だ し,W2,V2は それ ぞれ ス トレス

の2乗S2の 分 子 と分母 を表 してお り,

(24a)

(24b)

で表 現 され る.こ こで,

(25a)

(25b)

が成 立す る.上 式(25a)に お いて,

(26)

で ある ことが証明 され てお り19),そ の結果,式(25a)

は

(27)

となる.こ れ よ り,式(22)を 用い て,座 標布 置Xμ+1

が求 まる.

次 に,座 標布 置Xμ+1を 所 与 と して,ス トレスS

の値 を改 善す るデ ィスパ リティdμ+1を 求 め る.こ の

時,ス トレスSの 分母 は一 定で あ るた め,こ の問題

は制 約(7)の 下で,以 下 の式 を最小化 す る問題 に帰

着す る.

(28)

以上 の 問題 の解 は,Kruskalの 単調 回帰法14),15)に

よ り,以 下のよ うに求め られ る.ま ず 点 間距離dμ+1jk

が 非類似 度δjkと単 調 関係(4)を 満 たす 場合 には,式

(28)よ り,デ ィスパ リテ ィdμ+1jkをdμ+1jk=dμ+1jkと置 く

こ とに よって,W2を 最 小 化す る こ とが 出来 る.一

方,単 調 関係(4)を 満 た さない場 合 に は,単 調減 少

を満 た さない範 囲で の点 間距離 の平均 をディスパ リ

テ ィと置 く ことに よって,W2を 最小 化 す る ことが

出来 る・例 えば,点 間 距離dμ+1jkとdμ+1lmが類 似度бjk

とδjmの 間 に単調減 少 の関係 が成 立 しな い場合,

(29)

とす る.

Kruskalの 方 法 で は,以 上 の 方法 に よって,布 置

Xμ とデ ィスパ リテ ィdμを逐 次導 出 し,探 索 的 に ス

トレスSを 最小化 す る布 置 を求 め る.
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Evaluation Method for Infrastructural Asset Management
Based on Multidimensional Scaling 

By Kouji YAMAMOTO, Tsuyoshi Hatori, Koichi OKADA, Kazuya AOKI, Kiyoshi KOBAYASHI

Infrastructure facilities perform multifaceted functions and have a wide variety of
effects upon our society. For coordinating management policies and being account-
able to the public, a public manager must comprehend multiple functions of public
facilities and various opinions expressed by a lot of stakeholders. This paper proposes
the evaluation method for infrastructural asset management using multidimensional
scaling. The methodology makes clear differences in people's opinion and viewpoints
and shows relative ranking of projects' achievements. The methodology presented in
this paper was applied to a case example of highway facility management. As a result,
it was shown that this method can specify a conflict among stakeholders' viewpoints.
In addition, the method can be utilized to verify the validity of evaluation items.
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